
令和７年10月１日から令和８年３月31日までの随意契約
【教育委員会事務局】

担当課 契約名称 契約締結日 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所 契約金額（円） 随意契約によることとした理由

学校教育推進
課

2025年八尾市立中学校英検
IBA の実施に係る業務委託

令和７年12月10
日

公益財団法人日本
英語検定協会

東京都新宿区横寺町
55

単価契約
（年間見込額）

984,000

英検の過去問題を利用したテストであり、該当団
体以外に実施団体がないため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該
当）

学務給食課
曙川東小学校調理室排気
ファン取替修繕

令和７年11月27
日

中野設備工業
株式会社

八尾市高美町１丁目３
番29号

2,409,000

換気ファンが故障したことにより、調理員の健康
被害や食材の品質低下、衛生管理上の重大な支
障をきたす恐れがあることから、早急な復旧が必
要であったため。また、当該設備の修繕には専門
的な知識と技術を要し、当該校の事情を十分に理
解している２業者から見積を徴した結果、当該業
者が最も安価であったため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第５号該
当）

学務給食課
八尾市立学校等における健
康診断用器具滅菌業務

令和８年１月16日
大阪メディカル
システムサービス
株式会社

東大阪市横枕西７番
27号

単価契約
契約期間内支

払見込額
2,521,431

条件付き一般競争入札を二度実施したが不調と
なり、参加業者に改めて見積書の提出を依頼した
ところ、同条件で応じられる業者がなかった。当該
業務は各種学校検診に不可欠で年度当初から遅
滞なく実施する必要があることから、一部仕様を
見直し、緊急的に見積を徴取したところ、予定価
格の範囲内であり、かつ対応可能な業者が当該
業者のみであったため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該
当）

学務給食課
高安西小学校給食調理場食
器消毒保管機取替修繕

令和８年３月23日 三和厨房株式会社
八尾市中田４丁目153
番地

1,199,000

当該設備は、洗浄後の食器・食缶を消毒・保管す
るために不可欠な機械であり、故障により給食の
提供および調理作業に多大な支障が生じており、
早急に取替修繕を行う必要があったため。また、
当該設備の設置および調整には専門的な知識と
技術を要し、当該校の施設状況や給食運営の諸
事情を十分に理解している２業者から見積を徴し
た結果、当該業者が最も安価であったため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第５号該
当）

令和７年度　随意契約の公表（教育委員会事務局）
※契約内容の詳細につきましては、各担当課にお問い合わせ下さい。　



担当課 契約名称 契約締結日 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所 契約金額（円） 随意契約によることとした理由

学務給食課
八尾市立永畑小学校給食調
理業務

令和８年３月27日
一冨士フードサービ
ス株式会社　近畿支
社

大阪市福島区福島４
丁目６番31号

123,728,000

条件付一般競争入札を複数回実施したが不落と
なり、再度当該入札の全てに参加した業者から改
めて見積書の提示を依頼したところ、予定価格を
下回る見積書が提出されたため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第８号該
当）

教育センター
八尾市基幹ネットワーク機器
保守業務委託契約

令和７年10月１日
扶桑電通株式会社
関西支店

大阪市中央区備後町
２丁目６番８号

4,928,000

令和２年度より八尾市では「八尾市基幹ネット
ワーク機器保守業務」を当該事業者に委託してお
り、現状を熟知しているため迅速かつ確実な業務
を行うことができ、また他の事業者に対応させると
セキュリティ情報の拡散等のリスクが発生するた
め。
（地方自治法施行令167条の２第１項第２号該当）

教育センター
令和７年度校務支援システ
ムライセンス売買契約

令和８年２月18日

シャープ
マーケティングジャパ
ン
株式会社

大阪府八尾市北亀井
町３丁目１番72号

8,712,000

平成25年12月19日付にて「八尾市立学校ＩＣＴ環
境整備に係る校務支援システムライセンス売買に
関する覚書」を締結しているが、覚書に基づく売買
契約の完了後も引き続き校務支援システムを運
用するにあたり、校務支援システムのライセンス
が必要であるため。
（地方自治法施行令167条の２第１項第２号該当）

生涯学習課
八尾市生涯学習センタース
プリンクラー設備修繕請負契
約

令和７年10月１日

日東グローシップ・カ
ストディアル・サービ
ス株式会社　大阪営
業部

大阪府大阪市中央区
日本橋２丁目９番16号
日本橋センタービル

2,135,760

当該設備については、左記事業者が保守点検及
びメンテナンスを行っており、修繕を行うにあたっ
ては、当該設備の内部構造を熟知している同社で
ないと更新修繕及び保守ができないため
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号に
該当）


